
備考

　２３条第１項」とすること。

計
6 1 2 - 9 - -

（6） （1） （2） （-） （9） （-） （-）

計（ａ～ｄ）
- - - - -

（-） （-） （-） （-） （-）

- - - - -

（-） （-） （-） （-） （-）

（-）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

- - - - -

（-） （-） （-）

小計（ａ～ｂ）
- - - - -

（-） （-） （-） （-）

（-） （-）

（-） （-） （-） （-） （-）

-

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

- - - -

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

- - - -

（-） （-） （-） （-） （-）

-

- -

（-） （-） （-） （-） （-） （-） （-）

9

（6） （1） （2） （-） （9）

該当なし
- - - - -

（-）

（-）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

- - - - -

（-） （-） （-）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

- - - - -

（-） （-） （-） （-）

（-） （-）

9人 短期大学大学設
置基準別表第一
イに定める基幹
教員数の四分の
三の数　３人

（6） （1） （2） （-） （9）

- - - -

2 - 9

（6） （1） （2） （-） （9）

-

（-） （-）

9人 －人 －人

（6） （1） （2） （-） （9） （-） （-）新

設

分

児童教育学科初等教育学専攻
6人 1人 2人 －人

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

小計（ａ～ｂ）
6 1

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

6人 1人 2人 －人

（-） （-）

計（ａ～ｄ）
6 1 2 -

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

学部等の名称
基幹教員

助手
基幹教員以外の
教 員
（助手を除く）教授 准教授 講師 助教 計

実験・実習 計

科目 科目 科目 科目

同一設置者内における
変 更 状 況
（ 定 員 の 移 行 ，
名 称 の 変 更 等 ）

該当なし

単位

年 人 年次
人

人

教育
課程

新設学部等の名称
開設する授業科目の総数

卒業要件単位数
講義 演習

（30） - （60）

計

短期大学士
（教育学）

新 設 学 部 等 の 目 的

　児童教育学科において、入学定員未充足が続いているために収容定員の適正化について検討し
た結果、３年間に渡る計画的な削減を行う改善計画に基づき、１年目に当たる令和７年度の児童
教育学科初等教育学専攻の入学定員３０人を２０人に収容定員を６０人から４０人に削減し、安
定した学生の確保と定員充足の適正化を図る。

新
設
学
部
等
の
概
要

新 設 学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

- 40

学位 学位の分野
開設時期及
び開設年次

所在地

教育学・保育学
関係

　　年
月

第　年次

令和７年
４月

山口県防府市大
字台道字大繫枝
11346番の2

児童教育学科
　初等教育学専攻

2 20

大 学 本 部 の 位 置 山口県防府市大字台道字大繁枝１１３４６番の２

計 画 の 区 分 大学の収容定員に係る学則変更

フ リ ガ ナ ガッコウホウジンダイニアソウガクエン

設 置 者 学校法人第二麻生学園　

大 学 の 目 的
　本学は、教育基本法及び学校教育法に基づき広い教養と深い専門の学術理論を修め、実際に習
熟し、教養高く崇高なる人間愛と社会愛、透徹した論理と円満な人格とを兼ね備えた有為な教
員・保育士並びに技術者を養成することを目的とする。

別記様式第２号（その１の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

基 本 計 画

事 項 記 入 欄

フ リ ガ ナ ヤマグチタンキダイガク

大 学 の 名 称 山口短期大学

基本計画書－1



スポーツ施設等
スポーツ施設 講堂 厚生補導施設

㎡ ㎡ ㎡

（　　〔　　〕） （　　〔　　〕） （　　〔　　〕） （　　〔　　〕） （　　　　　） （　　　　　）
計

〔　　〕　 〔　　〕　 〔　　〕　 〔　　〕　

図
書
・
設
備

新設学部等の名称 〔うち外国書〕 電子図書 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

冊 〔うち外国書〕

（　　〔　　〕） （　　〔　　〕） （　　〔　　〕） （　　〔　　〕） （　　　　　） （　　　　　）

種 〔うち外国書〕 点 点

図書 学術雑誌 機械・器具

〔　　〕　 〔　　〕　 〔　　〕　 〔　　〕　

5,905㎡ 0㎡ 16,287㎡

（　　　　　　10,382㎡）（　　　　　　5,905㎡） （　　　　　　0㎡）（　　　　　　16,287㎡）

標本

教 室 ・ 教 員 研 究 室 教 室 室 教 員 研 究 室 室

校　　　舎

専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

10,382㎡

合 計 26,071㎡ 0㎡

校 舎 敷 地 24,570㎡ 0㎡ 0㎡ 24,570㎡

そ の 他 1,501㎡ 0㎡ 0㎡

計
5 2

（5） （2） （7）

0㎡ 26,071㎡

校
　
地
　
等

区　　　分 専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

1,501㎡

7

（-） （-）

指 導 補 助 者
- - -

（-） （-） （-）

そ の 他 の 職 員
- - -

（-） （-） （-）

職　　　種 専　　属 その他 計

事 務 職 員
5人 1人 6人

（5）

図 書 館 職 員
- 1 1

（-） （1） （1）

（1） （6）

技 術 職 員
- - -

（-）

- -

（15） （3） （4） （-） （22） （-） （-）

- -

（9） （2） （2） （-） （13） （-） （-）
計

9 2 2 - 13

合　　　　計
15 3 4 - 22

既

設

分

計（ａ～ｄ）
5 1 1 - 7

（5） （1） （1） （-） （7）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

- - - - -

（-） （-） （-） （-） （-）

（7）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

- - - - -

（-） （-） （-）

小計（ａ～ｂ）
5 1 1 - 7

（5） （1） （1） （-）

（-） （-）

短期大学設置基
準別表第一イに
定める基幹教員
数の四分の三の
数　６人

（5） （1） （1） （-） （7）

-

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

5 1 1 -

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

- - - -

（-） （-） （-） （-） （-）

7

情報メディア学科
5 1 1 - 7 - -

（5） （1） （1） （-） （7） （-） （-）

（-） （-）

計（ａ～ｄ）
4 1 1 - 6

（4） （1） （1） （-） （6）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

- - - - -

（-） （-） （-） （-）

児童教育学科幼児教育学専攻

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

小計（ａ～ｂ）
4 1

短期大学大学設
置基準別表第一
イに定める基幹
教員数の四分の
三の数　３人

（4） （1） （1） （-） （6）

- - - -

1 - 6

（4） （1） （1） （-） （6）

-

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

4 1 1 - 6

（-） （-） （-） （-） （-）

（-）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

- - - - -

（-） （-） （-）

6 - -

（4） （1） （1） （-） （6） （-）

4 1 1 -

（-）
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山口県防府市大字台
道字大繁枝１１３４
６番の２

児童教育学科
　初等教育学専攻 2

　ポーツ施設等」及び「経費の見積もり及び維持方法の概要」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

６　「教育課程」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

７　空欄には，「－」又は「該当なし」と記入すること。

２　「新設分」及び「既設分」の備考の「大学設置基準別表第一イ」については、専門職大学にあっては「専門職大学設置基準別表第一イ」、短期大学

　にあっては「短期大学設置基準別表第一イ」，専門職短期大学にあっては「専門職短期大学設置基準別表第一イ」にそれぞれ読み替えて作成すること。

３「既設分」については，共同学科等に係る数を除いたものとすること。

４　私立の大学の学部又は短期大学の学科の収容定員に係る学則の変更の届出を行おうとする場合は，「教育課程」，「教室・教員研究室」，「図書・

　設備」及び「スポーツ施設等」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

５　大学等の廃止の認可の申請又は届出を行おうとする場合は，「教育課程」，「校地等」，「校舎」，「教室・教員研究室」，「図書・設備」，「ス

倍

附属施設の概要

山口短期大学附属広島幼稚園
　所在地　広島市安佐南区上安四丁目１番2号
　昭和５６年認可　　収容定員　200名　　教職員　6名

（注）

１　共同学科の認可の申請及び届出の場合，「計画の区分」，「新設学部等の目的」，「新設学部等の概要」，「教育課程」及び「新設分」の欄に記入

　せず，斜線を引くこと。

昭和56年

情報メディア学科 2 40 - 80 短期大学士（情報学） 1.06 昭和42年

2 50 - 100 短期大学士（教育学） 0.44

既
設
大
学
等
の
状
況

大 学 等 の 名 称 山口短期大学

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

収容定員
充 足 率

30 - 60 短期大学士（教育学） 0.43 昭和56年

　幼児教育学専攻

開設
年度

所　在　地

年 人 年次
人

人

－千円 －千円 －千円 －千円

学生納付金以外の維持方法の概要 資金運用収入、雑収入等、私立大学等経常費補助金

学生１人当り
納付金

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

児童1,080千円
情報1,180千円

設 備 購 入 費 1,000千円 1,000千円

第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

教員１人当り研究費等 71千円 71千円
経費
の見
積り
及び
維持
方法
の概
要

経費
の見
積り

区　分 開設前年度 第１年次 第２年次

図 書 購 入 費 500千円 500千円

共同研究費等 0円 0円

児童　880千円
情報　980千円
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学校法人第二麻生学園 設置認可等に関わる組織の移行表 

 

 

 

令和６年度    入学 編入学 収容  令和７年度    入学 編入学 収容  変更の事由 

         定員 定員  定員           定員 定員  定員  

 

 

 

 

 

山口短期大学 

 

児童教育学科 

 初等教育学専攻 30 －  60 

 

 幼児教育学専攻 50 －  100 

 

情報メディア学科 40 －  80 

 

 

     計   120 －  240 

 

山口短期大学 

 

児童教育学科 

 初等教育学専攻 20  －  40 （定員変更（△10） 

 

幼児教育学専攻 50  －  100 

 

情報メディア学科  40  －  80 

 

 

    計     110  －  220 

 



 



 



 



 



 



 



 

学則－1 

 

 

山口短期大学学則 

 

第１章 総  則 

（目的） 

第１条 本学は、教育基本法及び学校教育法に基づき広い教養と深い専門の学術理論を修め、実際

に習熟し、教養高く崇高なる人間愛と社会愛、透徹した論理と円満な人格とを兼ね備えた有為

な教員・保育士並びに技術者を養成することを目的とする。 

（自己点検・評価） 

第２条 本学は、その教育研究水準の向上を図り、前条の目的及び社会的使命を達成するため教 

育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行う。 

２ 前項の点検及び評価に関し必要な事項は、別に定める。 

（名称） 

第３条 本学は、山口短期大学という。 

（位置） 

第４条 本学は、山口県防府市大字台道字大繁枝１１３４６番の２に置く。 

 

第２章 学 科 

（学科・専攻並びに人材養成に関する目的その他の教育研究上の目的） 

第５条 本学に児童教育学科、情報メディア学科を置く。 

２ 児童教育学科に初等教育学専攻及び幼児教育学専攻を置く。 

３ 前各項の学科及び専攻の人材養成に関する目的その他の教育研究上の目的は、次の各号に掲げるとおり

とする。 

（１）児童教育学科 初等教育学専攻 

   社会的責任を自覚しつつ、教科指導を中核とした実践的素養を身に付けた小学校教諭を育成すると共

に、子どもたちの成長を共有していく幼稚園教諭を養成することを目的とする。 

（２）児童教育学科 幼児教育学専攻 

    社会のニーズを考慮しつつ、協調性とコミュニケーション能力を身に付けた幼稚園教諭を育成すると

共に、子どもたちの喜びに共感できる保育士を養成することを目的とする。 

（３）情報メディア学科 

    多様化する情報化社会において、対応できうる伝達媒体に関する技術を実践的に修得すると共に、個々

の感性を活かした情報発信のできるＩＴ基盤の技術者を養成することを目的とする。 

（日本語別科） 

第５条の２ 本学に日本語別科を置く。 

２ 日本語別科に関し必要な事項は、別に定める。 

 

第３章 修業年限及び学生定員 

（修業年限） 

第６条 本学の修業年限は２年とし、４年を超えて在学することができない。 

２ 前項の規定にかかわらず、学長の許可を得て、長期履修学生として在学することができる。 

３ 長期履修学生に関して必要な事項は、別に定める。  

 



 

学則－2 

 

（学生定員） 

第７条 学生の定員は、次のとおりとする。 

 児童教育学科 初等教育学専攻 入学定員  ２０名  総定員   ４０名 

 児童教育学科 幼児教育学専攻 入学定員  ５０名  総定員  １００名 

 情報メディア学科       入学定員  ４０名  総定員   ８０名 

  計                       １１０名       ２２０名 

 

第４章 学年、学期及び休業日 

（学年） 

第８条 学年は４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

（学期） 

第９条 学年を分けて次の２学期とする。 

 前期 ４月１日から９月３０日まで 

 後期 １０月１日から翌年３月３１日まで 

（休業日） 

第１０条  休業日は次のとおりとする。 

（１）土曜日・日曜日 

（２）国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

（３）創立記念日  ５月２７日 

（４）春季休業日  ３月２１日から４月４日まで 

（５）夏季休業日  ８月１０日から９月２３日まで 

（６）冬季休業日  １２月２４日から翌年１月５日まで 

２ 前項の規定にかかわらず、学長は臨時に休業日を設け、又は休業日を変更することができる。 

３ 必要がある場合は、休業日の期間中においても実習、補講等の授業を課することがある。 

 

第５章 授業科目及び単位 

（授業科目の区分） 

第１１条  授業科目は、その内容により、次のとおりに分ける。 

         学            科           科           目 

児童教育学科 
  初等教育学専攻 

  幼児教育学専攻 

  基礎教育科目     専門教育科目 

  教職専門科目 

情  報  メ  デ  ィ  ア  学  科   基礎教育科目     専門教育科目 

  

（授業科目及び単位数） 

第１２条 本学の授業科目及び単位数は、別表第１表から別表第３表までのとおりとする。 

２ 必要があるときは、前項以外の授業科目及び単位数を設けることができる。 

（一年間の授業期間） 

第１３条 一年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、３５週にわたることを原則 

とする。 

（授業方法） 
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第１４条 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用により行うも

のとする。 

２ 文部科学大臣が別に定めるところにより、前項の授業を、多様なメディアを利用して、当該授業を行な

う教室等以外の場所で履修させることができる。 

３ 第１項の授業を、外国において履修させることができる。前項の規定により、多様なメディアを利用し

て、当該授業を行う教室以外の場所で履修させる場合も同様とする。 

４ 文部科学大臣が別に定めるところにより、第１項の授業の一部を、校舎及び附属施設以外の場所で行う

ことができる。 

（単位の認定及び成績の評価） 

第１５条 授業科目の履修は単位制とし、単位は試験によるほか出席その他平素の成績を考慮し

て当該科目担当の教員が認定する。ただし、教育実習の単位は別に定める教育実習委員会によ

って認定する。 

 成績評価は、優、良、可、不可をもって表し、可以上を合格とする。 

（追試験） 

第１６条  病気その他止むを得ない事情により、定期試験を受験できなかった者は、別に定める

ところにより、追試験を受験することができる。 

（履修方法） 

第１７条 下記により、児童教育学科は６８単位以上を、情報メディア学科は６６単位以上を修得

しなければならない。 

 児童教育学科 

   初等教育学専攻（別表第１表・別表第２表の１） 

      必修科目  ４０単位 

        内訳 

          基礎教育科目              ８単位 

          専門教育科目            ３２単位 

      選択科目  ２８単位以上 

        内訳 

          基礎教育科目              ８単位以上 

          専門教育科目            ２０単位以上 

    幼児教育学専攻（別表第１表・別表第２表の２） 

      必修科目  ３８単位 

        内訳 

          基礎教育科目              ８単位 

          専門教育科目            ３０単位 

      選択科目  ３０単位以上 

        内訳 

          基礎教育科目              ８単位以上 

          専門教育科目            ２２単位以上 

  情報メディア学科（別表第１表・別表第３表） 

      必修科目  ２８単位 
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        内訳 

          基礎教育科目              ８単位 

          専門教育科目            ２０単位 

     選択科目  ３８単位以上  

       内訳          

         基礎教育科目              ８単位以上 

         専門教育科目            ３０単位以上 

２ 学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、卒業の要件として学生が修得すべ

き単位数について、学生が１年間に履修科目として登録できる単位数の上限は、５０単位とす

る。ただし、次条に定める免許・資格の修得及び各学科における独自の資格取得にのみ必要な授

業科目については、履修登録できる単位数の上限対象とはしない。 

３ 学生が在学する学科・専攻以外の本学の学科・専攻の授業科目を履修することを希望する場

合、学長は教育上有益と認めるときは、２０単位以内に限り履修登録を許可することができる。

この履修した授業科目の修得単位については、在学する学科の卒業に必要な単位に算入するこ

とができる。 

（資格の修得） 

第１８条 児童教育学科初等教育学専攻において教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）及

び同法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）の定めるところにより小学校教諭二種免許状

を得ようとする者は、別表第２表の１に指定する単位を修得しなければならない。 

また、同時に幼稚園教諭二種免許状を得ようとする者は、さらに別表第２表の１（付表）に指

定する単位を修得しなければならない。 

２ 児童教育学科幼児教育学専攻において教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）及び同法

施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）の定めるところにより、幼稚園教諭二種免許状を得よ

うとする者は、別表第２表の２に指定する単位を修得しなければならない。 

３ 児童教育学科幼児教育学専攻において、児童福祉法及び同法施行規則に定めるところにより、

保育士の資格を得ようとする者は、別表第２表の２備考に指定する単位を修得しなければなら

ない。 

（単位の計算方法） 

第１９条 授業科目の単位計算方法は、１単位の授業科目を４５時間の学修を必要とする内容をもって構 

成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮 

して、次の基準により計算するものとする。 

（１）講義については、１５時間の授業をもって１単位とする。ただし、別に定める授業科目に 

ついては３０時間の授業をもって１単位とする。 

（２）演習については、３０時間の授業をもって１単位とする。ただし、別に定める授業科目に 

ついては１５時間の授業をもって１単位とする。 

（３）実験、実習及び実技については、４５時間の授業をもって１単位とする。 

（入学前既修得単位の取扱い） 

第２０条 短期大学又は大学で修得した単位については、教育上有益と認めるときは、履修したも

のとし認定することができる。 

２ 前項の単位認定は、合計３０単位を超えない範囲で行うことができる。ただし、第２１条の認
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定単位数と合わせて３０単位を超えることはできない。 

３ 前各項の単位認定の取扱いについては、別に定める。 

（他の大学における授業科目の履修及び短期大学又は大学以外の教育施設等における学修の単位

の取扱い） 

第２１条 本学は、教育上有益と認めるときは、他の大学との協議により、学生が当該他の大学で

履修した科目を本学において履修した単位とみなすことができる。 

２ 本学は、教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科における

学修その他文部科学大臣が別に定める学修を本学における授業科目を履修したものとして認定

することができる。 

３ 第１項及び第２項の単位認定は、合わせて３０単位を超えない範囲で行うことができる。 

ただし、第２０条の認定単位数と合わせて３０単位を超えることができない。 

４ 前各項の単位認定の取扱いについては、別に定める。 

 

第６章 卒業及び資格取得 

（卒業認定及び学位） 

第２２条 本学に２年以上在学し、第１７条に定める授業科目を履修し、所定の単位を修得した

者については、教授会の議を経て学長が卒業を認定する。 

２ 前項の規定により卒業した者には、本学学位規程の定めるところにより、学長は短期大学士の

学位記を交付するものとする。 

３ 短期大学士の学位には、専攻分野を付記するものとする。 

４ 前項の規定により専攻分野を付記した短期大学士の学位の名称は、学科ごとに次のとおりと

する。 

    児童教育学科      短期大学士（教育学） 

    情報メディア学科  短期大学士（情報学） 

５ 学位を授与された者が、その学位の名称を用いるときは、本学の名称を次のとおり付記する。 

    短期大学士（専攻分野）（山口短期大学） 

６ 第１項の規定による卒業の要件として修得すべき単位数のうち、第１４条第２項の授業の方法により修

得する単位数は、３０単位を超えないものとする。 

（資格の取得） 

第２３条 児童教育学科を卒業した者のうち、第１８条第１項に定める単位を修得した者は、小学

校教諭二種免許状及び幼稚園教諭二種免許状を取得することができる。 

２ 児童教育学科を卒業した者のうち、第１８条第２項に定める単位を修得した者は、幼稚園教諭

二種免許状を取得することができる。 

３ 児童教育学科を卒業した者のうち、第１８条第３項に定める単位を修得した者は、保育士資格

を取得することができる。 

 

第７章 入 学 

（入学の時期） 

第２４条 入学の時期は、学年の始めとする。 

（入学資格） 
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第２５条 本学に入学を志願することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

（１）中等教育学校又は高等学校を卒業した者 

（２）通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程により、これに相

当する学校教育を修了した者を含む。） 

（３）専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を

満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に

修了した者 

（４）外国において学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部科学

大臣の指定した者 

（５）文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有する者として認定した在外教育施設の当

該課程を修了した者 

（６）文部科学大臣の指定した者 

（７）高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科学省令第１号）による高等学校卒業程度

認定試験に合格した者（大学入学資格検定規程（昭和２６年文部省令第１３号）による大学入

学資格検定に合格した者を含む。） 

（入学願） 

第２６条 本学に入学を志願する者は、所定の期日までに、入学願書の提出その他必要な手続きを

しなければならない。 

（入学試験） 

第２７条 入学志願者に対しては、選抜試験を行う。 

（入学許可） 

第２８条 選抜試験に合格した者に対して学長は入学を許可する。 

（入学手続き） 

第２９条 入学を許可された者は、所定の期日までに、本学所定の入学手続きをしなければならな

い。 

２ 前項の手続きをしないときは、入学許可を学長は取り消すことができる。 

（保証人） 

第３０条 保証人は保護者又はこれに代わるべき者で、独立の生計を営み、保証人としての責務を

確実に果たし得るものでなければならない。学生が保証人を変更しようとするときは、新旧保

証人の連署をもって、また、保証人の住所氏名等の変更があったときはその旨を学長に直ちに

届け出なければならない。 

（転入学） 

第３１条 他の短期大学から本学に転入学を志望する者があるときは、本学に欠員がある場合に

限り、学長は選考の上これを許可することができる。 

（単位の認定） 

第３２条 前条の規定により、転入学を許可された者が以前に在学した短期大学における履修学

科目とその単位については、その一部又は全部を本学における授業科目及び単位数として換算

又は認定することができる。 

（再入学） 

第３３条 本学学則第３９条により退学した者が１年以内に再入学を願い出たときは、その理由
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によって学長は許可することができる。ただし、入学の時期は学年の始めとする。 

 

第８章 転学、転科、休学、退学及び除籍 

（転学） 

第３４条 本学から他の短期大学に転学を希望する者があるときは、学長の許可を受けなければ

ならない。 

（転科） 

第３５条 転科は原則として許可しない。ただし、特別の事情があるときは、学年の始めに限り選

考の上学長はこれを許可することができる。 

（休学） 

第３６条 病気、その他やむを得ない事由により、引き続き３カ月以上欠席しようとする者は、保

証人連署の上願い出て学長の許可を受けなければならない。ただし、病気の場合は、医師の診断

書を添えなければならない。 

（休学期間） 

第３７条 休学の期間は、１年を超えることができない。ただし、特別の理由があるときは、学長

の許可を得て、更に１年以内に限り休学することができる。 

２  休学の期間は、第６条に定める在学期間に算入しない。 

（復学） 

第３８条 休学者が復学しようとするときは、保証人連署の上願い出て学長の許可を受けなけれ

ばならない。 

（退学） 

第３９条 退学しようとする者は、その理由を具して、保証人連署の上願い出て学長の許可を受け

なければならない。 

（除籍） 

第４０条 次の各号の一に該当する者は、教授会の議を経て学長が除籍することができる。 

（１）第６条に規定する在学期間を超える者 

（２）第３７条に規定する休学期間を超える者 

（３）病気その他の理由で成業の見込みがないと認めた者 

（４）授業料等の納付の義務を怠り、督促を受けてもなお納付しない者 

（５）死亡又は長期間にわたり行方不明の者 

 

第９章 入学検定料、入学金及び授業料 

（入学検定料） 

第４１条 本学に入学を志願する者は、入学願書に添えて入学検定料２万５千円を納めなければ

ならない。 

（入学金） 

第４２条 入学を許可された者は、定められた期日までに、所定の入学金２０万円を納めなければ

ならない。 

２ 前項の入学金を納めないときは、入学許可を取り消すことができる。 

（授業料） 
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第４３条 授業料は、次のとおりとする。 

児童教育学科  ５２０，０００円（年額） 

情報メディア学科 ５６０，０００円（年額） 

（実験実習費） 

第４４条 実験実習費は、次のとおりとする。 

児童教育学科   １００，０００円（年額） 

情報メディア学科 １４０，０００円（年額） 

（授業料等の返還） 

第４５条 既納の入学検定料、入学金及び授業料等はいかなる事情があっても返還しない。ただ

し、納付後に休学した者の既納の授業料等については、第４８条により免除される額を返還す

る。 

（授業料等の延納） 

第４６条 経済的理由で授業料等を延納しなければならないときは、直ちにその旨を願い出て許

可を受けなければならない。 

（退学・除籍及び停学の場合の授業料等） 

第４７条 学期の中途で退学し又は除籍された者は該当期分の授業料等は徴収する。 

２ 停学期間中の授業料等は徴収する。 

（休学中の授業料等） 

第４８条 休学を許可された者については休学した月の翌月から復学した月の前月までの授業料

等を免除する。 

 

第１０章 科目等履修生、外国人学生及び社会人学生 

（科目等履修生） 

第４９条 本学における授業科目の一部を選択履修しようとする者があるときは、選考の上学長は科目等

履修生として入学を許可することができる。 

（外国人学生等） 

第５０条 外国人で入学しようとする者があるときは、選考の上学長は外国人学生として入学を

許可することができる。 

（社会人学生） 

第５１条 社会人で大学において教育を受けることを目的として、本学に入学を志願する者があ

るときは、選考の上学長は社会人学生として入学を許可することができる。 

（その他の細則） 

第５２条 科目等履修生、外国人学生及び社会人学生に関する規程は別に定める。 

 

第１１章 公開講座 

（公開講座） 

第５３条 本学は臨時に公開講座を開設することができる。 

（その他の細則） 

第５４条 公開講座に関する規程は別に定める。 
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第１２章 賞 罰 

（表彰） 

第５５条 本学学生で、特に他の模範となる者は、教授会の議を経て学長はこれを表彰すること

ができる。 

（懲戒） 

第５６条 学長及び教員は、この学則その他定められたる諸規則を守らず、その本分に反した行為のあった

本学学生に懲戒を加えるに当たっては、教育上必要な配慮を行わなければならない。 

２ 懲戒のうち、退学、停学及び訓告の処分は、教授会の議を経て学長が行う。 

３ 前項の退学は、次の各号のいずれかに該当する学生に対して行うことができる。 

 （１） 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

 （２） 学力劣等で成業の見込みがないと認められる者 

 （３） 正当な理由がなくて出席常でない者 

 （４） 学校の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者 

４ 懲戒の手続き等に関する事項は、別に定める。 

 

第１３章 職員組織 

（職員） 

第５７条 本学に学長、副学長、教授、准教授、講師、助教、助手、事務職員、教務職員、技術職

員及びその他の職員を置く。 

（教授会） 

第５８条 本学に教授会を置く。 

 教授会は、学長、副学長、教授、准教授、専任の講師及び助教をもって組織する。 

（任務） 

第５９条 教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるものとす

る。 

（１）学生の入学、卒業および課程の修了 

（２）学位の授与 

（３）前２号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を聴くことが 

必要なものとして学長が定めるもの 

２ 教授会は、前項に規定するもののほか、学長及びその他の教授会が置かれている組織の長（以 

下「学長等」という。）がつかさどる教育研究に関する事項について審議し、及び学長等の求め 

に応じ意見を述べることができる。 

３ 教授会の運営等について必要な事項は、別に定める。 

 

第１４章 附属施設 

（附属図書館） 

第６０条 本学に附属図書館を置く。 

２  附属図書館に関する規程は別に定める。 

（附属学術研究所） 

第６１条 本学に附属学術研究所を置く。 
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２  附属学術研究所に関する規程は別に定める。 

（医務室） 

第６２条 本学に医務室を置き、教職員及び学生の健康管理を行う。 

 

第１５章 補 足 

（細則） 

第６３条 この学則の実施に関し、必要な細則は別に定める。 

  

 

附 則 

 この学則は、昭和４２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、昭和４４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、昭和４７年４月２０日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、昭和４７年６月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和４８年４月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和５１年４月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和５２年４月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和５３年４月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和５４年４月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和５５年４月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和５６年４月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和５７年４月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和５８年４月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和５９年４月1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、昭和６０年４月1日から施行する。 

附 則 
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 この改正学則は、昭和６１年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、昭和６２年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、昭和６３年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成元年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成２年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成３年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成４年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成５年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成６年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成８年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成９年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成１１年４月1日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成１２年４月1日から施行する｡ 

附 則 

 この改正学則は、平成１４年４月1日から施行する。 

附 則 

 １ この改正学則は、平成１８年４月1日から施行する。 

２ 平成１７年度以前に入学者に対する改正後の適用については、なお従前の例による。 

 ３ 転入学生及び再入学生については、その者が入学した年次の学生に適応される規定を適用する。 

附 則 

  この改正学則は､平成１７年１２月１日から施行し､平成１７年１０月１日から適用する。 

附 則 

  １ この改正学則は､平成１７年１２月１日から施行する。 

２ 平成１８年度以前に入学者に対する改正後の適用については、なお従前の例による。 

 ３ 転入学生及び再入学生については、その者が入学した年次の学生に適応される規定を適用する。 

附 則 

  この改正学則は､ 平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 
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  この改正学則は､ 平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

  この改正学則は､ 平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この改正学則は､ 平成２２年４月１日から施行する。 

２ 平成２１年度以前入学者に対する改正後の別表第２表の１、別表第２表の１（付表）、別表第２表の２

及び別表第４表の規定の適用については、なお従前の例による。 

３ 転入学者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 

附 則 

１ この改正学則は､ 平成２３年４月１日から施行する。 

２ 平成２３年度以前入学者に対する改正後の適用については、なお従前の例による。 

３ 転入学者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 

附  則 

１ この改正学則は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ 平成２３年度以前入学者に対する改正後の適用については、なお従前の例による。 

３ 転入学者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 

附  則 

１ この改正学則は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ 平成２５年度以前入学者に対する改正後の別表第１表、別表第２表の１及び別表第２表の２の規定の

適用については、なお従前の例による。 

３ 転入学者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 

附  則 

１ この改正学則は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ 平成２６年度以前入学者に対する改正後の別表第３表の規定の適用については、なお従前の例による。 

３ 転入学者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 

附 則 

１ この改正学則は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 平成２９年度以前入学者に対する改正後の別表第２表の１、別表第２表の２の適用については、なお

従前の例による。 

３ 転入者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。   

附 則 

１ この改正学則は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ 平成３０年度以前入学者に対する改正後の別表第２表の２の規程については、なお、従前の例による。 

３  転入者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 

附 則 

この改正学則は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この改正学則は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ 第７条に規定する学生の定員は、同条の規定にかかわらず、平成３１年度までの間は、次のとおりと

する。 
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３ 転入者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 

           年 度 

 学 科 

平成３１年度 平成３２年度 

入学定員 総定員 入学定員 総定員 

児童教育学科 初等教育学専攻 ３０名 ８０名 ３０名 ６０名 

児童教育学科 幼児教育学専攻 ５０名 １００名 ５０名 １００名 

情報メディア学科 ４０名 ９０名 ４０名 ８０名 

計 １２０名 ２７０名 １２０名 ２４０名 

 

附 則 

１ この改正学則は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ 平成３０年度以前入学者に対する改正後の別表の適用については、なお従前の例による。 

３ 転入学者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 

  附 則 

この改正学則は、令和２年４月１日から施行する。 

  附 則 

１ この改正学則は、令和３年４月１日から施行する。 

２ 令和２年度以前入学者に対する改正後の別表第１表の適用については、なお従前の例による。 

３ 転入学者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 

  附 則 

１ この改正学則は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 令和３年度以前入学者に対する改正後の別表第２表の１、別表第２表の１（付表）、別表第２表の２の

適用については、なお従前の例による。 

３ 転入学者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 

附 則 

１ この改正学則は、令和７年４月１日から施行する。 

２ 第７条に規定する学生定員は、同条の規定にかかわらず、令和８年度までの間は、次のとおりとする。 

           年 度 

 学 科 

令和７年度 令和８年度 

入学定員 総定員 入学定員 総定員 

児童教育学科 初等教育学専攻 ２０名 ５０名 ２０名 ４０名 

児童教育学科 幼児教育学専攻 ５０名 １００名 ５０名 １００名 

情報メディア学科 ４０名 ８０名 ４０名 ８０名 

計 １１０名 ２３０名 １１０名 ２２０名 

３ 令和６年度以前入学者に対する改正後の第１７条第３項及び別表第３表の適用については、なお従前

の例による。 

４ 転入者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定を適用する。 
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別表第１表 

科目

区分 
授  業  科  目 必修 選択 備    考 

基 
 

礎 
 

教 
 

育 
 

科 
 

目 

人文 

宗教学 

生活と芸術 

余暇生活論 

比較文化概説 

 ２ 

２ 

２ 

２ 

 

小学校・幼稚園教諭免許を取得する者

は、日本国憲法2単位を修得する。 

 

 

小学校・幼稚園教諭免許を取得する者並

びに情報メディア学科生は、データサイ

エンス入門２単位を修得する。 

社会 

日本国憲法 

現代社会問題 

行動科学 

 ２ 

２ 

２ 

自然 

物理学 

生物学 

データサイエンス入門 

 ２ 

２ 

２ 

総合 

学問と人間の探求 

国際交流 

言葉とコミュニケーション 

２ 

２ 

 

 

 

２ 

外国語 

英語会話 

ハングル 

日本語（留学生対象） 

２  

２ 

２ 

保健 

体育 

健康科学 

スポーツ教育 

１ 

１ 

 

 

合 計 ８ ２６ 
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別表第２表の１（児童教育学科初等教育学専攻） 

科目区分 授   業   科   目 必修 選択 備     考 

専 
 
 
 
 
 

門 
 
 
 
 
 

教 
 
 
 
 
 

育 
 
 
 
 
 

科 
 
 
 
 
 

目 

国語 
国語（書写を含む。） 
国語表現学 

２ 
２ 

 
 

 

小学校教諭免許を取得する者は、〇印

のうちから２科目以上を修得する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校教諭免許を取得する者は、□印

を必修する。 

 

 

小学校教諭免許を取得する者は、△印

のうちから２科目以上を修得する。 

社会  ○２ 

算数  ○２ 

理科  ○２ 

生活  ○２ 

音楽 

音楽 
声楽 
器楽Ⅰ 
器楽Ⅱ 

２ 
１ 
１ 
 

 
 
 
１ 

図画 
工作 

図画工作 
工芸 

２ 
２ 

 

体育 
体育Ⅰ 
体育Ⅱ 
リズム運動 

２ 
 
１ 

 
１ 
 

家庭  ○２ 

外国語  □２ 

特別講義 

卒業研究 

 

２ 
２ 

 

小  計 １７ １６ 

現代教師論 ２  

学校教育の制度と経営  □２ 

教育原論 

教育心理学 

児童心理学 

２ 

２ 

 

 

 

２ 

初等教育課程論  □２ 

教
科
の
指
導
法 

国語科指導法 

社会科指導法 

算数科指導法 

理科指導法 

生活科指導法 

音楽科指導法 

図画工作科指導法 

体育科指導法 

家庭科指導法 

２ 

 

 

 

 

２ 

２ 

２ 

 

 

△２ 

△２ 

△２ 

△２ 

 

 

 

△２ 

道徳の理論と指導法 １  

総合的な学習の時間の指導法  □１ 

特別活動の指導法  □１ 

外国語指導法  □２ 

教育方法学 

情報通信技術を活用した教育の理論及び方法 

情報処理実習Ⅰ 

情報処理実習Ⅱ 

プログラミング教育 

 

 

 

 

□１ 

□１ 

□１ 

□１ 

２ 

進路指導の理論と指導法 

生徒指導と教育相談 

 □２ 

□２ 

特別支援教育 

ボランティア実習 

 □２ 

□２ 

教育実習指導 

教育実習 

学校体験活動 

教職実習演習（小学校） 

 □１ 

□４ 

□１ 

□２ 

小  計 １５ ４２  

合  計 ３２ ５８  
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別表第２表の１（児童教育学科初等教育学専攻） 

（付表） 

科目区分 授  業  科  目 必修 選択 備    考 

専 
 

門 
 

教 
 

育 
 

科 
 

目 

幼児と健康 

幼児と人間関係 

幼児と環境 

幼児と言葉 

幼児と音楽表現 

幼児と造形表現 

 

△２ 

△１ 

△１ 

△１ 

△１ 

△２ 

幼稚園教諭免許を取得し

ようとする者は、△印の科

目を全て修得する。 

ただし、学則第１７条の児

童教育学科初等教育学専

攻の卒業単位には含めな

い。 

 
幼児教育課程論      △２ 

幼児指導法  △２ 

保
育
内
容
演
習 

 

 

 

 

 

 

保育内容の指導法（健康） 

保育内容の指導法(人間関係） 

保育内容の指導法（環境） 

保育内容の指導法（言葉） 

保育内容の指導法(表現Ⅰ(音楽･造形)) 

 

 

 

 

 

 

 

△２ 

△１ 

△１ 

△２ 

△２ 

幼児理解と教育相談  △２ 

 保育・教職実践演習（幼稚園）  △２ 

小    計  ２４  
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別表第２表の２（児童教育学科幼児教育学専攻） 

科目区分 授  業  科  目 必修 選択 備     考 

専 
 
 
 
 
 

門 
 
 
 
 
 

教 
 
 
 
 
 

育 
 
 
 
 
 

科 
 
 
 
 
 

目 

幼児と言葉  ○１ １．幼稚園教諭免許を取得しようとする者 
 
(1)選択科目の幼児と言葉、ピアノⅠを修得する。 
 
(2)教職に関する科目から学校教育の制度と経
営、特別支援教育、教育方法学、情報通信技術を
活用した教育の理論及び方法、情報処理実習Ⅰ・
Ⅱ、幼児理解と教育相談、教育実習指導、教育実
習、学校体験活動及び保育・教職実践演習（幼稚
園）を修得する。 
 
(3)幼児教育課程論と幼児指導法を修得し、併せ
て保育内容演習の科目から５科目８単位を修得
する。 
 
 
 
２．保育士資格を取得しようとする者 
 
(A)○印の科目を修得する。 
 
(B)保育所を希望する者は、□印の科目を修得す
る。 
 
(C)保育所以外の児童福祉施設を希望する者は、
△印の科目を修得する。 
 
※印の科目から６単位以上を修得する。 
 
 
 
保育総合研究は、保育士資格の修得科目の保育
実践演習に読み替える。 
 
 
現代教師論は、保育士資格の修得科目の保育者
論に読み替える。 
 
 
教育原論は、保育士資格の修得科目の教育原理
に読み替える。 
 
 
教育心理学及び発達心理学は、保育士資格の修
得科目の保育の心理学に読み替える。 
 
 
幼児教育課程論は、保育士資格の修得科目の保
育の計画と評価に読み替える。 
 
 

 

幼児と音楽表現 
音楽基礎と理論 
ピアノⅠ 
ピアノⅡ 

１ 
１ 
 
 

 
 

○２ 
１ 

幼児と造形表現 
幼児図画工作 

２ 
 

 
※１ 

幼児と健康 
幼児体育 

２ 
 

 
※１ 

幼児と人間関係 １  
幼児と環境 １  

社会福祉 
子ども家庭福祉 
児童福祉法と子どもの権利 
保育原理 
現代社会と保育行政 
社会的養護Ⅰ 
社会的養護Ⅱ 
社会的養護演習 
子ども家庭支援論 
子育て支援 
保育実習指導Ⅰ 
保育実習Ⅰ 
保育実習指導Ⅱ 
保育実習Ⅱ 
保育実習指導Ⅲ 
保育実習Ⅲ 
子どもの保健 
子どもの健康と安全 
子どもの疾病と保健 
子どもの食と栄養 
乳児保育Ⅰ 
乳児保育Ⅱ 
障害児保育 
障害児・者の支援 
特別講義 
保育総合研究 
児童文化財と子どもの遊び 

２ 
２ 

 
２ 
 
２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 
 
 
２ 
２ 
 
 
 
 
２ 
 

 
 

※２ 
 

※２ 
 

○１ 
※１ 
○２ 
○１ 
○２ 
○４ 
□１ 
□２ 
△１ 
△２ 

 
○１ 
※２ 

 
 

○１ 
○２ 
※２ 
２ 
 

※２ 

小  計 ２４ ３９ 
現代教師論 ２  
学校教育の制度と経営  ２ 
教育原論 ２  
教育心理学 
発達心理学 
子ども家庭支援の心理学 
子どもの理解と援助 
発達心理学Ⅱ（行動観察法） 
臨床心理学 

２ 
 
 
 
 
 

 
〇２ 
〇２ 
〇１ 
※１ 
※２ 

特別支援教育 
教育方法学 
情報通信技術を活用した教育の理論及び方法 

 
 

２ 
１ 
１ 

情報処理実習Ⅰ 
情報処理実習Ⅱ 

 
 

１ 
１ 

幼児教育課程論 
幼児指導法 

 
 

〇２ 
２ 

保育内容総論  〇１ 

保育
内容
演習 

保育内容の指導法(健康) 
保育内容の指導法(人間関係) 
保育内容の指導法(環境) 
保育内容の指導法(言葉) 
保育内容の指導法(表現Ⅰ(音楽･造形)) 

 
 
 
 
 

〇２ 
〇１ 
〇１ 
〇２ 
〇２ 

幼児理解と教育相談  ２ 
教育実習指導 
教育実習 
学校体験活動 
保育・教職実践演習（幼稚園） 

 
 
 
 

１ 
４ 
１ 
２ 

小  計 ６ ３９  

合  計 ３０ ７８  
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別表第３表 （情報メディア学科） 

科目区分 授  業  科  目 単位 備     考 

専 
 
 
 
 

門 
 
 
 
 

教 
 
 
 
 

育 
 
 
 
 

科 
 
 
 
 

目 

必 

修 

科 

目 

情報科学概論 
情報モラルとセキュリティ 
情報数学 
オペレーティングシステム 
コンピュータの仕組み 
プログラミング基礎 
プレゼンテーション技術 
工学リテラシー 
卒業研究 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
４ 
２ 
２ 
２ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
選択科目を３０単位以上修得する。 

小  計 ２０ 

選 
 
 

択 
 
 

科 
 
 

目 

情報と職業 
情報数学応用 
プログラミング応用 
アルゴリズム 
エレクトロニクス基礎 
マイクロコンピュータ工学 
通信ネットワーク 
ＷＥＢコンテンツ制作 
ＷＥＢデザイン基礎 
ＷＥＢデザイン総合演習 
データベースⅠ 
データベースⅡ 
Ｊａｖａ演習Ⅰ 
Ｊａｖａ演習Ⅱ 
メディアリテラシー 
画像処理 
コンピュータグラフィックスⅠ 
コンピュータグラフィックスⅡ 
メディアコンテンツ制作 
ＯＡ演習 
中小企業会計学 
ビジネス演習 
特別講義Ⅰ 
特別講義Ⅱ 
ＷＥＢアニメーション 
キャリア教育 
ソフトウェア設計 
デジタル回路 
ロボット製作演習 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
１ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

小  計 ５７  

合  計 ７７  
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変更事項を記載した書類 

 

１ 変更事項 

 ⑴ 収容定員に係る学則の変更 

  ア 児童教育学科初等教育学科専攻の入学定員及び収容定員の削減について 

 ⑵ 教育課程等に係る学則の変更 

ア 他学科・専攻の授業科目の履修登録及び卒業単位への算入許可について 

  イ 情報メディア学科の授業科目の削減について 

 

２ 変更点 

 ⑴ 児童教育学科初等教育学科専攻の入学定員３０名を２０名に、収容定員６０名を４

０名に削減する。 

本学学則第７条に記載の学生定員を次のとおりとする。 

学 科 専 攻 
現 在 変更後 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

児童教育学科 
初等教育学専攻 ３０名 ６０名 ２０名 ４０名 

幼児教育学専攻 ５０名 １００名 ５０名 １００名 

情報メディア学科 ４０名 ８０名 ４０名 ８０名 

 ⑵ 他学科・専攻の授業科目の履修登録について、学長が教育上有益と認めれば、２０

単位以内に限り履修登録を認めることができるようにする。また、その修得単位を卒

業に必要な単位に算入することができるようにする。 

   本学学則第１７条に記載の履修方法の規定に、次の項を加える。 

「３ 学生が在学する学科・専攻以外の本学の学科・専攻の授業科目を履修すること

を希望する場合、学長は教育上有益と認めるときは、２０単位以内に限り履修登録を許

可することができる。この履修した授業科目の修得単位については、在学する学科の卒

業に必要な単位に算入することができる。」 

 ⑶ 情報メディア学科の授業科目の削減については、以下の７科目１２単位を削減する。 

   学則別表第３表（情報メディア学科）中、専門教育科目合計単位８９単位を７７単

位、選択科目小計６９単位を５７単位へそれぞれ改める。次の選択科目を削除する。 

科目区分 授業科目 単位 

専
門
教
育
科
目 

選
択
科
目 

電子情報実験Ⅰ １ 

電子情報実験Ⅱ １ 

ＣＡＤ ２ 

特別講義Ⅲ ２ 

電気回路Ⅰ ２ 

電気回路Ⅱ ２ 

論理回路  ２ 

 



入学定員 入学定員 総定員

２０名 ２０名 ４０名

５０名 ５０名 １００名

４０名 ４０名 ８０名

１１０名 １１０名 ２２０名

2 情報科学概論 2
2 情報モラルとセキュリティ 2
2 情報数学 2
2 オペレーティングシステム 2
2 コンピュータの仕組み 2
4 プログラミング基礎 4
2 プレゼンテーション技術 2

新 旧

科目区分 科目区分 授　業　科　目 単位 備　　　　考

山口短期大学学則 山口短期大学学則

第１章　総則　～　第２章　学科　　　（略）第１章　総則　～　第２章　学科　　　（略）

第３条　修業年限及び学生定員

（学生定員）
第７条　学生の定員は、次のとおりとする。
　児童教育学科　初等教育学専攻　入学定員　　３０名　　総定員　　６０名
　児童教育学科　幼児教育学専攻　入学定員　　５０名　　総定員　１００名
　情報メディア学科　　　　　　　入学定員　　４０名　　総定員　　８０名
　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　１２０名　　　　　　２４０名

第６条　　（略）

（学生定員）
第７条　学生の定員は、次のとおりとする。
　児童教育学科　初等教育学専攻　入学定員　　２０名　　総定員　　４０名
　児童教育学科　幼児教育学専攻　入学定員　　５０名　　総定員　１００名
　情報メディア学科　　　　　　　入学定員　　４０名　　総定員　　８０名
　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　１１０名　　　　　　２２０名

　　　附　則
　１　この改正学則は、令和７年４月１日から施行する。
　２　第７条に規定する学生定員は、同条の規定にかかわらず、令和８年度までの間は、
　　次のとおりとする。
　

単位授　業　科　目

必
修
科
目

必
修
科
目

情報科学概論

情報モラルとセキュリティ

情報数学

オペレーティングシステム

　　山 口 短 期 大 学 学 則 　 新 旧 対 照 表　（案）

別表第３表（情報メディア学科）別表第３表（情報メディア学科）

別表第１表　（略）

別表第２表の１（児童教育学科初等教育学専攻）　　　　（略）

別表第２表の１（児童教育学科初等教育学専攻）（付表）（略）

別表第２表の２（児童教育学科幼児教育学専攻）　　　　（略）

別表第１表　（略）

別表第２表の１（児童教育学科初等教育学専攻）　　　　（略）

別表第２表の１（児童教育学科初等教育学専攻）（付表）（略）

別表第２表の２（児童教育学科幼児教育学専攻）　　　　（略）

第８条～第１６条　（略）

第１８条　～　第６３条　　（略）第１８条　～　第６３条　　（略）

（履修方法）
第１７条　下記により、児童教育学科は６８単位以上を、情報メディア学科は６６単位以上
 を修得しなければならない。
　児童教育学科
  　初等教育学専攻（別表第１表・別表第２表の１）
      必修科目  ４０単位
        内訳
          基礎教育科目              ８単位
          専門教育科目            ３２単位
      選択科目  ２８単位以上
        内訳
          基礎教育科目              ８単位以上
          専門教育科目            ２０単位以上
    幼児教育学専攻（別表第１表・別表第２表の２）
      必修科目  ３８単位
        内訳
          基礎教育科目              ８単位
          専門教育科目            ３０単位
      選択科目  ３０単位以上
        内訳
          基礎教育科目              ８単位以上
          専門教育科目            ２２単位以上
  情報メディア学科（別表第１表・別表第３表）
      必修科目  ２８単位
        内訳
          基礎教育科目              ８単位
          専門教育科目            ２０単位
     選択科目  ３８単位以上
       内訳
         基礎教育科目              ８単位以上
         専門教育科目            ３０単位以上

第３条　修業年限及び学生定員

第８条～第１６条　（略）

(新規）

（履修方法）
第１７条　下記により、児童教育学科は６８単位以上を、情報メディア学科は６６単位以上
 を修得しなければならない。
　児童教育学科
  　初等教育学専攻（別表第１表・別表第２表の１）
      必修科目  ４０単位
        内訳
          基礎教育科目              ８単位
          専門教育科目            ３２単位
      選択科目  ２８単位以上
        内訳
          基礎教育科目              ８単位以上
          専門教育科目            ２０単位以上
    幼児教育学専攻（別表第１表・別表第２表の２）
      必修科目  ３８単位
        内訳
          基礎教育科目              ８単位
          専門教育科目            ３０単位
      選択科目  ３０単位以上
        内訳
          基礎教育科目              ８単位以上
          専門教育科目            ２２単位以上
  情報メディア学科（別表第１表・別表第３表）
      必修科目  ２８単位
        内訳
          基礎教育科目              ８単位
          専門教育科目            ２０単位
     選択科目  ３８単位以上
       内訳
         基礎教育科目              ８単位以上
         専門教育科目            ３０単位以上

２　学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、卒業の要件として学生が修得
　すべき単位数について、学生が１年間に履修科目として登録できる単位数の上限は、５０
　単位とする。ただし、次条に定める免許・資格の修得及び各学科における独自の資格取得
　にのみ必要な授業科目については、履修登録できる単位数の上限対象とはしない。

３　学生が在学する学科・専攻以外の本学の学科・専攻の授業科目を履修することを希望
　する場合、学長は教育上有益と認めるときは、２０単位以内に限り履修登録を許可する
　ことができる。この履修した授業科目の修得単位については、在学する学科の卒業に必
　要な単位に算入することができる。

２　学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、卒業の要件として学生が修得
　すべき単位数について、学生が１年間に履修科目として登録できる単位数の上限は、５０
　単位とする。ただし、次条に定める免許・資格の修得及び各学科における独自の資格取得
　にのみ必要な授業科目については、履修登録できる単位数の上限対象とはしない。

第６条　　（略）

　３　令和６年度以前入学者に対する改正後の第１７条第３項及び別表第３表の適用に
　　ついては、なお従前の例による。
　４　転入学者及び再入学者については、その者が入学した年次の学生に適用される規定
　　を適用する。

児童教育学科
初等教育学専攻

児童教育学科
幼児教育学専攻

情報メディア学科

計

　　　　　　　　　　　年度

　　学科

コンピュータの仕組み

プログラミング基礎

プレゼンテーション技術

備　　　　考

令和８年度令和７年度

総定員

５０名

１００名

８０名

２３０名
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2 工学リテラシー 2
2 卒業研究 2
20 20
2 情報と職業 2  選択科目を３０単位以上修得する。

2 情報数学応用 2
2 プログラミング応用 2
2 アルゴリズム 2
2 エレクトロニクス基礎 2
2 マイクロコンピュータ工学 2

(削除) 電子情報実験Ⅰ 1
(削除) 電子情報実験Ⅱ 1
(削除) ＣＡＤ 2

2 通信ネットワーク 2
2 ＷＥＢコンテンツ制作 2
2 ＷＥＢデザイン基礎 2
1 ＷＥＢデザイン総合演習 1
2 データベースⅠ 2
2 データベースⅡ 2
2 Ｊａｖａ演習Ⅰ 2
2 Ｊａｖａ演習Ⅱ 2
2 メディアリテラシー 2
2 画像処理 2
2 コンピュータグラフィックスⅠ 2
2 コンピュータグラフィックスⅡ 2
2 メディアコンテンツ制作 2
2 ＯＡ演習 2
2 中小企業会計学 2
2 ビジネス演習 2
2 特別講義Ⅰ 2
2 特別講義Ⅱ 2

(削除) 特別講義Ⅲ 2
2 ＷＥＢアニメーション 2
2 キャリア教育 2
2 ソフトウェア設計 2

(削除) 電気回路Ⅰ 2
(削除) 電気回路Ⅱ 2
(削除) 論理回路 2

2 デジタル回路 2
2 ロボット製作演習 2
57 69
77 89

小　　　計

合　　　　計

専
　
　
　
門
　
　
　
教
　
　
　
育
　
　
　
科
　
　
　
目

専
　
　
　
門
　
　
　
教
　
　
　
育
　
　
　
科
　
　
　
目

小　　　計

選
　
　
　
　
択
　
　
　
　
科
　
　
　
　
目

選
　
　
　
　
択
　
　
　
　
科
　
　
　
　
目

情報数学応用

プログラミング応用

アルゴリズム

通信ネットワーク

ＷＥＢコンテンツ制作

ＷＥＢデザイン基礎

ＷＥＢデザイン総合演習

データベースⅠ

エレクトロニクス基礎

マイクロコンピュータ工学

（削除）

情報と職業

小　　　計

工学リテラシー

卒業研究

（削除）

（削除）

（削除）

ＷＥＢアニメーション

コンピュータグラフィックスⅠ

コンピュータグラフィックスⅡ

メディアコンテンツ制作

ＯＡ演習

中小企業会計学

データベースⅡ

Ｊａｖａ演習Ⅰ

Ｊａｖａ演習Ⅱ

メディアリテラシー

画像処理

デジタル回路

ロボット製作演習

小　　　計

合　　　　計

 選択科目を３０単位以上修得する。

キャリア教育

ソフトウェア設計

（削除）

（削除）

（削除）

ビジネス演習

特別講義Ⅰ

特別講義Ⅱ
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学則変更の趣旨等－1 

学則の変更の趣旨等を記載した書類 

 

１ 収容定員に係る学則変更の趣旨 

 ⑴ 学則変更（収容定員変更）の内容 

   山口短期大学では令和７年度から児童教育学科初等教育学専攻の入学定員の 

３０名から１０人の削減を行い２０名とする。 

      年度 

 学科 

（旧）令和６年度 令和７年度 
増減 

入学定員 総定員 入学定員 総定員 

児童教育学科 

 初等教育学専攻 
３０名 ６０名 ２０名 ５０名 －１０人 

児童教育学科 

 幼児教育学専攻 
５０名 １００名 ５０名 １００名 ０人 

情報メディア学科 ４０名 ８０名 ４０名 ８０名 ０人 

計 １２０名 ２４０名 １１０名 ２３０名 －１０人 

 

 ⑵ 学則変更（収容定員変更）の必要性 

本法人は、平成１９年度以降定員未充足となっており、このため経常収支差額

が支出超過となり、これまで蓄えていた資金を取り崩しながら、厳しい経営状況

を保ってきた。ここまで収支悪化し続けた大きな要因は、在籍者数の減少による

学納金、奨学金給付による学納金収入の減少や補助金収入の低下とその他収入の

変動に対しての支出抑制が追い付いていないことにある。 

 このような中、これまで定員を満たしていなかった情報メディア学科はコロナ

禍後、留学生の受け入れが再開することで定員を満たすようになった反面、児童

教育学科において入学者が急激に減少し、これまで描いてきた経営戦略を大幅に

練り直す必要性に迫られている。この要因の一つには教員・保育者を目指す学生

の減少が考えられる。しかし、これは本学に限った事ではなく、全国的に教員・

保育者養成校の志願者は減少する傾向がみられ、本学においても特に顕著である。

この傾向以外にも本学に何かしらの問題点があると考えられることから、この問

題点を分析し対応していくことが喫緊の課題である。 

 本学での過去５か年における学科・専攻毎の定員充足率を詳細にみていくと、

令和２年度に児童教育学初等教育学専攻定員３０人に対して１２人、入学定員充

足率４０％、収容定員６０人に対して２９人、収容定員充足率４８％と初等教育

学専攻のみで定員充足率５０％割れとなった。翌年の令和３年度も初等教育学専

攻で定員５０％割れとなり、情報メディア学科定員４０人に対して１６人、入学

定員充足率４０％となり、大学入学定員１２０人に対して５４人、入学定員充足

率は４５％であった。翌年からの令和４年度、令和５年度はいずれの学科・専攻

の入学及び収容定員充足率も５０％以上であった。令和６年度は児童教育学科初
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等教育学専攻３０人に対して１１人、幼児教育学専攻入学定員５０人に対して１

６人となり、いずれの専攻課程においても入学定員充足率が５０％を割り、収容

定員においても５０％を割り、児童教育学科で入学定員８０人に対して２７人、

入学定員充足率３４％、収容定員１６０人に対して７０人、収容定員充足率４４％

となった。【資料１】「山口短期大学の過去５か年定員充足率表」参照） 

令和６年度の幼児教教育学専攻における入学者数の減少が著しく、加えて初等

教育学専攻でも入学者数の減少により、今後も児童教育学科における入学定員の

大幅な改善には至らないと想定でき、入学定員の削減を行って上で学生確保対策

を実施していく必要があると判断した。 

このような現状を受けて、令和７年度から令和１１年度の経営改善計画として、

令和７年度に児童教育学科初等教育学専攻の入学定員を１０人削減、令和８年度

に児童教育学科幼児教育学専攻の入学定員１０人の削減を行い、段階的に収容定

員を削減し、３年後には児童教育学科の収容定員１６０人を４０人削減し１２０

人とする計画である。今回は令和７年度施行の学則変更である。令和８年度にも

同様な入学定員削減の学則変更を実施する予定である。計画３年目の令和９年度

には収容定員の削減が完了し、この時点の在学者数の収容定員に対する割合が重

要な判断の目安となることから、在籍者数の目標値として児童教育学科在籍者数

９１人、収容定員充足率７５．８％を目標値と設定している。【資料２】「児童教

育学科学生数推移・数値目標」参照） 

この時の判断として収容定員充足率が５０％以下の場合には、両専攻課程の見

直し、定員減、統合等の更なる改善を検討するが、学科募集停止とならないよう

に目標達成に向けて教職員一丸となって計画に基づき経営改善に取り組んでいく。 

財務状況については、依然としてマイナスが大きい状況である。今後、収入を

増加させるためには、入学者数を増やすことで学納金収入の増加を図ることが優

先事項となる。また、支出面では学納金収入に対しての奨学費の比率が３６％以

上と、以前として高い水準にあるため、引き続き適正な奨学費の在り方を検討す

るとともに削減を行っていく。 

 

⑶ その他の入学者確保の具体的な対応策 

  ア 重点校の指定と連携強化 

入学生の多い高校及び入学者が見込まれる高校を特別指定校として、生徒、

学生、教員の相互交流を強化し、入学者の確保を目指す。 

イ 社会人学生の確保 

リカレント、リスキリング目的の社会人学生の確保を目指す。本学の魅力、

特色を周知し、社会人に特化したオープンキャンパス、市内各社へのチラシの

配布を行うなどの募集を強化する。目的による対応として他学科・専攻授業科

目の履修登録を可能にする。 

ウ 恩師招待による本学教育の成果の発信 
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高校進路担当者会議の復活に加え、恩師招待を行い出身学生の成長を実感し

てもらうことで本学への受験希望者の増加を図っていく。 

エ 奨学金制度の適正化 

効率のよい奨学金制度を学生募集の施策としながらも経営面から定員数等 

の状況を把握しながら適正化を図っていく。 

オ ＳＮＳや多様なメディアを活用した学生募集活動の強化 

ＳＮＳを利用して大学の雰囲気や施設をリアルに伝え、本学に対する興味・

関心を高めることで学生募集を強化する。これまでの大学側主体の発信をより

学生目線としたイメージし易い大学の生の魅力を発信していく。 

カ 入学者選抜の改革 

授業科目の見直しを図ると共にアドミッション・ポリシーの見直し、選抜試

験の方法、問題内容の確認を行い新たな志願者の開拓、定員の拡充に繋がる方

策を検討、実施していく。 

 

 ⑷ 学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容 

  ア 定員変更前の教育課程と比較して、同等以上の内容が担保されていること。 

    収容定員の変更を行うが基本的に教育課程は教育職員免許法及び児童福祉

法（指定保育士養成施設）に係る法令を堅持した上で実施するもので教育の質

の保証を維持し、実施していくので同等以上の内容は確保される。 

 

  イ 定員変更前の教育方法及び履修指導方法と比較して、同等以上の内容が担保

されていること。 

    収容定員の変更を行うが基本的に教育課程は教育職員免許法及び児童福祉

法（指定保育士養成施設）に係る法令を堅持した上で実施するもので教育の質

の保証を維持し、実施していくので同等以上の内容は確保される。 

 

  ウ 定員変更前と比較して、同等以上の教員組織が担保されていること。（客観

的な根拠等（S/T 比率等）を用いて、具体的かつ詳細に説明） 

    収容定員の変更を行うが基本的に教育課程は教育職員免許法及び児童福祉

法（指定保育士養成施設）に係る法令を堅持した上で実施するもので教育の質

の保証を維持し、実施していくので同等以上の内容は確保される。 

    教員組織に関しては、収容定員数を削減しても教員数（法令基準数）を維持

することになるので同等以上の教員組織は担保される。 

 

  エ 定員変更前の施設・設備と比較して、同等以上の内容が担保されていること。 

    収容定員の変更を行うが、定員変更前の施設・設備を変更することなく実施

して行くので同等以上の内容は担保する。 
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資料１  

山口短期大学の定員充足率 

学科 事項 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和５年度 令和６年度 

情報メディ

ア学科 

入学定員 40 40 40 40 40 

入学者数 21 16 29 37 38 

入学定員充足率％ 53 40 73 93 95 

収容定員 80 80 80 80 80 

在籍者数 49 42 60 81 85 

収容定員充足率％ 61 53 75 101 106 

児童教育学科 

入学定員 80 80 80 80 80 

入学者数 44 38 44 43 27 

入学定員充足率％ 55 48 55 54 34 

収容定員 160 160 160 160 160 

在籍者数 90 86 90 88 70 

収容定員充足率％ 56 54 56 55 44 

合計 

入学定員 120 120 120 120 120 

入学者数 65 54 73 80 65 

入学定員充足率％ 54 45 61 67 54 

収容定員 240 240 240 240 240 

在籍者数 139 128 150 169 155 

収容定員充足率％ 58 53 63 70 65 

 

児童教育学科 内訳 

学科 事項 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和５年度 令和 6年度 

児童教育学科 

初等教育学専攻 

入学定員 30 30 30 30 30 

入学者数 12 10 15 16 11 

入学定員充足率％ 40 33 50 53 37 

収容定員 60 60 60 60 60 

在籍者数 29 27 34 33 26 

収容定員充足率％ 48 45 57 55 43 

児童教育学科 

幼児教育学専攻 

入学定員 50 50 50 50 50 

入学者数 32 28 29 27 16 

入学定員充足率％ 64 56 58 54 32 

収容定員 100 100 100 100 100 

在籍者数 61 59 56 55 44 

収容定員充足率％ 61 59 56 55 44 
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資料２ 

児童教育学科学生数推移・数値目標 

学 科 事 項 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10年度 11年度 

初等教育 

学専攻 

入 学 定 員 30 20 20 20 20 20 

入 学 者 数 11 18 15 18 18 18 

入学定員充足率 36.7％ 90.0％ 75.0％ 90.0％ 90.0％ 90.0％ 

収 容 定 員 60 50 40 40 40 40 

在 籍 者 数 26 29 33 33 36 36 

収容定員充足率 43.3％ 58.0％ 82.5％ 82.5％ 90.0％ 90.0％ 

幼児教育 

学専攻 

入 学 定 員 50 50 40 40 40 40 

入 学 者 数 16 20 28 30 28 30 

入学定員充足率 32.0％ 40.0％ 70.0％ 75.0％ 70.0％ 75.0％ 

収 容 定 員 100 100 90 80 80 80 

在 籍 者 数 44 36 48 58 58 58 

収容定員充足率 44.0％ 36.0％ 53.3％ 72.5％ 72.5％ 72.5％ 

児童教育 

学科合計 

入 学 定 員 80 70 60 60 60 60 

入 学 者 数 27 38 43 48 46 48 

入学定員充足率 33.8％ 54.3％ 71.7％ 80.0％ 76.7％ 80.0％ 

収 容 定 員 160 150 130 120 120 120 

在 籍 者 数 70 65 81 91 94 94 

収容定員充足率 43.8％ 43.3％ 62.3％ 75.8％ 78.3％ 78.3％ 
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（１）収容定員を変更する組織の概要 

  ① 組織の概要（名称、入学定員、収容定員、所在地） 

変更する組織 入学定員 編入学定員 収容定員 所在地 

山口短期大学 

児童教育学科 

初等教育学専攻 

２０ ０ ４０ 

山口県防府市大字

台 道 字 大 繫 枝

11346 番の 2 

 

② 収容定員を変更する組織の特色 

    本学は、教育基本法及び学校教育法に基づき広い教養と深い専門の学

術理論を修め、実際に習熟し、教養高く崇高なる人間愛と社会愛、透徹し

た論理と円満な人格とを兼ね備えた有為な教員･保育士並びに技術者を

養成することを目的としている。 

 

児童教育学科・各専攻の教育目的は、以下のとおりである。 

    ○児童教育学科初等教育学専攻 

社会的責任を自覚しつつ、教科指導を中核とした実践的素養を身に付

けた小学校教諭を育成すると共に、子どもたちの成長を共有していく幼

稚園教諭を養成する。 

○児童教育学科幼児教育学専攻 

社会のニーズを考慮しつつ、協調性とコミュニケーション能力を身に

付けた幼稚園教諭を育成すると共に、子どもたちの喜びに共感できる保

育士を養成する。 

 

短期大学は、四年制大学同様、｢教養科目と専門教育｣を行う一方で、｢職

業的･実務的教育｣が行われている。本学の児童教育学科においては、小学

校教諭二種免許状、幼稚園教諭二種免許状、保育士証資格取得のための法

定基準を質・量ともに満たす教育課程を編成している。小学校教諭二種免

許状、幼稚園教諭二種免許状、保育士証資格取得には、学内での授業に加

え、学外での実習が必須である。学校現場での教育実習や保育所等の児童

福祉施設における保育実習に向けて、学内で行う実習事前指導としての授

業や学校体験活動、保育現場の見学観察実習を行い、教育者・保育者とし

ての資質・能力を養うことができるよう、児童教育学科の教員が全員で実

習指導を行う体制を整えている。 

 

令和７年度に児童教育学科の初等教育学専攻の入学定員を 20 人に変更
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後、令和８年度には、幼児教育学専攻の入学定員を 40 人に変更を行い、児

童教育学科収容定員を現在の 160 人から 40 人削減し 120 人となるように、

計画的に削減することを目標としている。 

 

（２）人材需要の社会的な動向等 

  ① 収容定員を変更する組織で養成する人材の全国的、地域的、社会的同項

の分析 

   地域的視点では、山口県が公表している令和 5 年度学校基本統計によ

れば、山口県内の高校卒業者の大学等進学率は 47.3％、就職者の割合は

27.0％である。大学等進学者の内、県内の大学・短期大学への入学率は

29.9％、短期大学への入学率は 10.5％という現状である。 

本学の入学生の出身地は、5 割弱が山口県内で、隣の島根県と合わせて

5 割程度をしめている。 

本学の児童教育学科初等教育学専攻を含む教育系の学科の全国短期大

学の志願者等の動向は下表のとおりである。 

年度 

入学 

定員 

（人） 

志願者 

（人） 

受験者 

（人） 

合格者 

（人） 

入学者 

（人） 

志願 

倍率 

(倍) 

合格率 

（％） 

入学定員充足率 

（％） 

R4 19,927 17,379 17,013 16,426 14,738 0.87 96.55 73.96 

R5 18,912 14,866 14,585 14,177 12,928 0.79 97.20 68.36 

R6 17,344 12,300 12,127 11,875 11,041 0.71 97.92 63.66 

増減 
△ 

2,583 

△ 

5,079 

△ 

4,886 

△ 

4,551 

△ 

3,697 

△ 

0.16 
1.37 

△ 

10.30 

（日本私立学校振興・共済事業団参考資料「私立大学・短期大学等入学志願者動

向より抜粋」） 

 

    教育系学科においては、全国的に入学定員が 3 年間で 2,583 人の削減

（募集停止を除く）が実施されているが志願者数はその倍程度の5,079人

減少している現状である。志願者・受験者数の減少が顕著である。この現

象を反映してか合格率は若干ではあるがプラスとなっている。 

    教育的視点では、建学の精神のもと、基礎教育科目と専門教育科目の 2

本柱で構成している。基礎教育科目では、「まことのこころ」を培ってい

くための幅広い視野と人間教育を育成する科目を開設している。専門教

育科目では、自分が志す立派な社会人になるための専門的な知識・実践力

を培っている。学位授与の方針にかなう知識や能力を、主体的・対話的で

深い学びによって獲得できる教育を実践している。 
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  ② 中長期的な 18 歳人口等入学対象人口の全国的、地域的動向の分析 

【資料１】の 18 歳人口と高等教育機関への進学率等の推移に示すとお

り、令和元年度の 18 歳人口の 117 万人のうち、大学入学者は 63 万人で全

体的にみるとわずかではあるが増加している。短期大学の入学者数は 5万

人で年々減少している。大学・短期大学への進学率は全体で 58.1％、うち

大学は 53.7％で短期大学は 4.4％となっている。 

    山口県における 18 歳人口予測については【資料２】に示すとおり、リ

クルート進学総研マーケットリポートによると、2035 年度 18 歳人口は

9,586 人で 2023 年度と比較して 2,127 人の減少、18.2％の減少率となっ

ており、中国地方で減少率が最も高くなっている。 

    今後の人口数は、前年に比べ微増する年（2025 年、2026 年、2029 年、

2034 年）もあるが減少傾向であり、大学にとって好ましくない状況であ

るといえる。 

    【資料３】の中国地区の高卒者の進学者数・進学率（現役）の推移に示

すとおり、山口県内の高校卒業者数は減少傾向であり、山口県の大学進学

者数は、2014 年は 4,046 人、2023 年は 4,213 人で 167 人増加しているが、

短期大学進学者数は、2014 年は 643 人、2023 年は 413 人となっている。

さらに、2023 年の山口県の短期大学進学率は、4.1％で同年の大学進学率

の 41.9％と比べると大きな差が確認できる。 

    以上のことから、山口県は短期大学への進学のニーズが低い地域であ

るといえる。これらの全国的、地域的動向の分析を踏まえ、短期大学への

進学状況が芳しくないことから、短期大学の定員充足は今後も厳しい状

況が続いていくと認識しているため、児童教育学科初等教育学専攻の入

学定員を適正化する必要がある。 

 

③ 収容定員を変更する組織の主な学生募集地域 

    本学は【資料４】の出身校の所在地県別の入学者数の構成比に示してい

るとおり、令和 4年度から国外（留学生数）の比率が高くなっているが、

山口県内の高校からの入学者が最も多く、構成比が過去 5 年間の平均値

でみても 50％を超えている。山口県以外では、福岡県、島根県の近隣地

域からの入学者も多いことから、それらの地域へ高校訪問やガイダンス

等を行う。 

 

④ 既設組織の定員充足の状況 

 入学定員充足率については、過去 5年間で児童教育学科幼児教育学専攻

においては、令和 5 年度まで 50％以上を維持していたが、令和 6 年度に

32％となった。また、情報メディア学科においては、令和 3年度に入学定

員充足率が 50％を下回ったが、令和 4 年度から留学生の入学希望者が増
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大し 70％以上となっている。【資料５】 

この要因としては、少子化による原因に加えて、教員・保育職を目指す

者の減少が考えられる。しかし、これは本学に限ったことではなく、全国

的に教員・保育者養成の志願者は減少する傾向がみられる。 

収容定員充足率を上げる取組として、本学には、児童教育学科と情報メ

ディア学科の 2つ学科が設置されている。他学科の科目の履修を認めるこ

とにより、ICT 活用能力が秀でた小学校教諭、幼稚園教諭を育成すること

が可能となる。このような取組をおこなうことで、競合校と差別化する学

び・魅力あるカリキュラムを構築する学生のニーズに合ったカリキュラム

改正や社会人学生の獲得に向けた取組等を総合的に判断して、同学科の入

学定員の充足は見込まれると考えている。 

 

（３）学生確保の見通し 

  ① 学生確保に向けた取組と見込まれる効果 

ア 既設組織における取組とその目標 

 学生募集のためのPR活動として、オープンキャンパスと学校説明会、

高校訪問の 3点について【資料６】に基づき説明する。 

1 点目は、本学が実施しているオープンキャンパスでは、本学受験希

望者を対象としてキャンパスを開放し、学科説明、模擬授業、在学生と

の懇談、入試相談、キャンパスツアー等を実施している。令和 5年度は、

6回のオープンキャンパスを実施した。また、「いつでもオープンキャン

パス」を開催し、社会人学生等の利便性を考慮した。毎回結果の検証を

行い「教員・学生アンケート」を行った上で次回の開催を実施している。 

    ２点目の学校説明会の実績は、令和 5年度は 64 回実施している。参加

者総数は 484 名であった。 

    ３点目の高校訪問は、志願者がいた学校、オープンキャンパス参加者が

いる学校及び工業系課程をもつ高校に重点を置き、訪問ごとに十分な戦

略を立てた上で実施している。 

    学生募集を工夫することにより、入学定員充足率や収容定員充足率を

高めることが期待できる。 

イ 収容定員を変更する組織における取組とその目標 

     募集対象である県内・県外の高等学校からの入学者動向を分析し、そ

れに基づき、各学科の教学の特色を宣伝・広報する。特に、情報伝達が

不十分な県外高校（島根県・福岡県）への情報発信力を強化する。 

ウ 当該取組の実績の分析結果に基づく、収容定員を変更する組織での入

学者の見込み数 

    本学における児童教育学科学生数の推移と目標値を【資料７】に記載し

ている。これは令和 7年度から令和 11 年度までの経営改善計画中の資料
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に示しているものである。令和 7 年度に児童教育学科初等教育学専攻に

おいて、令和 6 年度入学者 11 人を 18 人に増加させ、入学定員充足率を

36.7％から 90.0％へ、収容定員充足率は、43.3％から 58.0％への増加を

見込んでいる。 

    児童教育学科においても令和８年度から入学定員を削減することで、

令和 9 年度には児童教育学科合計で入学定員充足率 80.0％、収容定員充

足率 75.8％を目標値と設定している。 

  ② 競合校の状況分析（立地条件、養成人材、教育内容と方法の類似性と定

員充足状況） 

ア 競合校の選定理由と収容定員を変更する組織との比較分析、優位性 

 県内の短期大学で児童教育学科初等教育学専攻における小学校教諭、

幼稚園教諭を育成する競合校は短期大学では存在していない。対象とな

る競合校は４年制大学であるが、教育系の志願者数が減少している状況

は短期大学だけではなく４年制大学においても明らかな状況である。大

学と短期大学で取得できる免許状が違うことから差別化する学び・魅力

あるカリキュラムを構築し、学生のニーズに合ったカリキュラム改正や

社会人学生の獲得に向けた取組等を実施することで入学定員の充足は

見込まれると考えている。 

   イ 競合校の入学志願動向等 

     大学の教育系の学科の全国大学の志願者等の動向は下表のとおりで

ある。 

年度 

入学 

定員 

（人） 

志願者 

（人） 

受験者 

（人） 

合格者 

（人） 

入学者 

（人） 

志願 

倍率 

(倍) 

合格率 

（％） 

入学定員充足率 

（％） 

R4 18,165 97,469 93,061 43,022 16,951 5.37 46.23 93.32 

R5 19,038 90,525 86,541 43,267 17,433 4.75 50.00 91.57 

R6 18,838 89,036 84,860 42,165 17,244 4.73 49.69 91.54 

増減 673 
△ 

8,433 

△ 

8,201 

△ 

857 
293 

△ 

0.64 
3.46 

△ 

1.78 

（日本私立学校振興・共済事業団参考資料「私立大学・短期大学等入学志願者動

向より抜粋」） 

     大学においても志願者・受験者数は減少しているものの入学者は若

干プラスとなり、志願者倍率は減少しているが 5 倍近くを維持してい

る。入学定員数は、プラスであり 4年制大学への指向が増加してことに

よるものであると判断できる。 

   ウ 収容定員を変更する組織において定員を充足できる根拠等 

  前述①ウの当該取組の実績の分析結果に基づく、収容定員を変更する



学生の確保の見通し等－7 

 

組織での入学者の見込み数で示すとおり、定員を削減、目標値を明確化

及び入学者確保の具体策を実施することで目標を達成できると考える。 

   エ 学生納付金等の金額設定の理由 

     財政面の収入については、学生生徒等納付金や寄附金等の安定的な

確保、支出については人事基本方針に基づき、人件費の抑制等を図り、

また、管理経費の節減等を着実に実施することにより収支バランスの

改善を図り、健全な財政の構築と維持を実現し、経営基盤の安定化を図

ることが重要となる。 

優秀な学生（社会人学生、留学生を含む）を確保するために始めた給

付型の奨学金制度は、定員未充足で学生生徒等納付金収入の確保が安定

しないことと同時に、学生生徒等納付金収入に対する奨学費の比率が、

令和 6年度において 36％を超える状況となり、収支差額を悪化させる一

因となっている。 

支出面では、令和 6年度において奨学費比率が 36％と高い数値である

ため、抜本的な奨学金制度の見直しを行い、令和 9年度の入学生から奨

学費比率を 30％程度に抑制し、令和 11 年度には奨学費比率を 20％に抑

制することを目標として奨学費支出の抑制を図る。 

高等教育の修学支援新制度については、機関要件として、直前３年度

全ての収支計算書の「経常収支差額」がマイナスにならないように、学

生数を確保することに努めていく。 

 

これらの、改善方策を着実に実施することにより、経常収支差額は、計画

３年目の令和９年度では△５７百万円であるが、令和１１年度の最終目標値

は、△２５百万円を見込むことができる。 

 

教育活動資金収支差額については、計画３年目までは令和９年度では△２

９百万円であるが、令和１１年度の最終目標値は、△７百万円を見込むこと

ができる。 

 

 

単位：千円

山口短期大学 令和6年度見込 令和7年度見込 令和8年度見込 令和9年度見込 令和10年度見込 令和11年度見込

奨学費 60,174 70,400 69,880 63,646 49,108 40,064

学生生徒等納付金 157,900 161,040 187,880 197,680 199,920 200,320

比率 38.1% 43.7% 37.2% 32.2% 24.6% 20.0%

1年比率 36.8% 43.2% 35.0% 30.0% 20.0% 20.0%

単位：千円

事業活動収支 令和7年度見込 令和8年度見込 令和9年度見込 令和10年度見込 令和11年度見込

経常収入 304,869 347,309 357,878 370,858 362,788

経常支出 426,844 422,839 415,052 408,134 388,077

経常収支差額 △ 121,975 △ 75,530 △ 57,174 △ 37,276 △ 25,289
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（４）収容定員を変更する組織の定員設定の理由 

  （１）から（３）に記載しているとおり、本学のある山口県においては、

18 歳人口は中国地方での減少率が最も高く、高校卒業者の大学等進学率は

47％、就職者の割合は 27％であり、更に県内の大学・短期大学の入学率は

30％、短期大学ともなれば 11％程度である。入学生の出身者の 5 割弱が山

口県内であり、隣県の島根県と合わせて 5割程度である。更に競合する教育

学・保育学関係短期大学が県内に 4校あることを考えれば、収容定員の適正

化を判断するには、収容定員を減らすことしか考える余地はないのかもしれ

ない。財政面を考慮すれば、優先事項として収容人員を増加させるしかない

のが現状であると考える。 

このような現状を踏まえ、児童教育学科初等教育学専攻の収容定員を 20

人、幼児教育学専攻の収容定員を 20 人削減、児童教育学科収容定員を現在

の 160 人から 40 人削減し 120 人となるように、計画的に削減することを目

標としている。この計画に基づき令和 7年度には、初等教育学専攻入学定員

を 10 人削減するものである。この削減数は適正であると考える。その上で

継続的に学生数を確保していくための対応策を実施していく必要がある。 

また、財政面からの経営改善計画に基づく外部資金の獲得・寄附の充実・

遊休資産処分等計画、人事政策と人件費の抑制計画、経費抑制計画、施設等

整備計画を実施していくことも必須であり、このことが本法人の目指す方向

と本学を志望する学生等が思い描く将来像に繋がる取組であると考える。 
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（出典：文部科学省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 
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（出典：リクルート進学総研マーケットリポート 2023 Vol. 115 2024 年 2 月号） 

 

資料２ 
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（出典：リクルート進学総研マーケットリポート 2023 Vol。115 2024 年 2 月号） 

 

 

資料３ 
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〇学生の入学動向：学生の出身地別人数及び割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域 

令和 2 

（2020） 

年度 

令和 3 

（2021） 

年度 

令和 4 

（2022） 

年度 

令和 5 

（2023） 

年度 

令和 6 

（2024） 

年度 

人数 

（人） 

割合 

（％） 

人数 

（人） 

割合 

（％） 

人数 

（人） 

割合 

（％） 

人数 

（人） 

割合 

（％） 

人数 

（人） 

割合 

（％） 

山口 46 71.8 38 70.3 45 62.5 38 47.5 19 29.2 

島根 5 7.7 2 3.7 1 1.4 4 5.0 1 1.5 

広島 0 0 1 1.9 1 1.4 0 0 0 0 

福岡 3 4.6 4 7.4 9 12.5 7 8.75 7 10.8 

熊本 0 0 0 0 1 1.4 0 0 0 0 

その他 1 1.5 4 7.4 1 1.4 3 3.75 2 3.1 

国外 10 15.4 5 9.3 14 19.4 28 35 36 55.4 

合計 65 100 54 100 72 100 80 100 65 100 

資料４ 



学生の確保の見通し等－13 

 

山口短期大学の定員充足率 

学科 事項 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和５年度 令和６年度 

情報メディ

ア学科 

入学定員 40 40 40 40 40 

入学者数 21 16 29 37 38 

入学定員充足率％ 53 40 73 93 95 

収容定員 80 80 80 80 80 

在籍者数 49 42 60 81 85 

収容定員充足率％ 61 53 75 101 106 

児童教育学科 

入学定員 80 80 80 80 80 

入学者数 44 38 44 43 27 

入学定員充足率％ 55 48 55 54 34 

収容定員 160 160 160 160 160 

在籍者数 90 86 90 88 70 

収容定員充足率％ 56 54 56 55 44 

合計 

入学定員 120 120 120 120 120 

入学者数 65 54 73 80 65 

入学定員充足率％ 54 45 61 67 54 

収容定員 240 240 240 240 240 

在籍者数 139 128 150 169 155 

収容定員充足率％ 58 53 63 70 65 

 

児童教育学科 内訳 

学科 事項 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和５年度 令和 6年度 

児童教育学科 

初等教育学専攻 

入学定員 30 30 30 30 30 

入学者数 12 10 15 16 11 

入学定員充足率％ 40 33 50 53 37 

収容定員 60 60 60 60 60 

在籍者数 29 27 34 33 26 

収容定員充足率％ 48 45 57 55 43 

児童教育学科 

幼児教育学専攻 

入学定員 50 50 50 50 50 

入学者数 32 28 29 27 16 

入学定員充足率％ 64 56 58 54 32 

収容定員 100 100 100 100 100 

在籍者数 61 59 56 55 44 

収容定員充足率％ 61 59 56 55 44 

 

 

 

 

 

資料５ 
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資料６ 
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児童教育学科の学生数推移・数値目標 

学 科 事 項 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 

初等教

育 

学専攻 

入 学 定 員 30 20 20 20 20 20 

入 学 者 数 11 18 15 18 18 18 

入学定員充足率 36.7％ 90.0％ 75.0％ 90.0％ 90.0％ 90.0％ 

収 容 定 員 60 50 40 40 40 40 

在 籍 者 数 26 29 33 33 36 36 

収容定員充足率 43.3％ 58.0％ 82.5％ 82.5％ 90.0％ 90.0％ 

幼児教

育 

学専攻 

入 学 定 員 50 50 40 40 40 40 

入 学 者 数 16 20 28 30 28 30 

入学定員充足率 32.0％ 40.0％ 70.0％ 75.0％ 70.0％ 75.0％ 

収 容 定 員 100 100 90 80 80 80 

在 籍 者 数 44 36 48 58 58 58 

収容定員充足率 44.0％ 36.0％ 53.3％ 72.5％ 72.5％ 72.5％ 

児童教

育 

学科合

計 

入 学 定 員 80 70 60 60 60 60 

入 学 者 数 27 38 43 48 46 48 

入学定員充足率 33.8％ 54.3％ 71.7％ 80.0％ 76.7％ 80.0％ 

収 容 定 員 160 150 130 120 120 120 

在 籍 者 数 70 65 81 91 94 94 

収容定員充足率 43.8％ 43.3％ 62.3％ 75.8％ 78.3％ 78.3％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料７ 



 

名簿－1 

 

別記様式第３号（その１） 

 

 

教    員    名    簿 

 

学 長 又 は 校 長 の 氏 名 等 

調書 

番号 
役職名 

フリガナ 

氏名 

〈就任（予定）年月〉 

年齢 
保有 

学位等 

月額基本給 

（千円） 

現職 

（就任年月） 

― 学長 
麻
アソ

 生
ウ

 隆
タカ

 史
シ

 

（平成８年７月就任） 

 
修士（農学） 

博士（情報工学） 
 

理事長 

（平成１０年４月） 

学長 

（平成８年７月） 

 


